
新 旧 対 照 表 

新 旧 

用地調査等共通仕様書（案） 

目   次 

（省略） 

 

 

第 1章 総則 

 

第 1条～第2条（23）  （省略） 

 

(24) 「成果物の点検・調製確認」とは、点検しようとする調査書等について、

仕様書等、基準・基準細則（以下「基準等」という。）に適合しているか点

検し、不整合がある場合にはその旨を指摘し、指摘したものが適正に調製さ

れているかを確認するものとする。 

 

第3条～第7条      （省略） 

 

第2章 用地調査等業務の基本的処理方針 

 

第1節 用地調査等業務の実施手続 

 

第8条～第9条      （省略） 

 

（提出書類） 

第10条 受注者は、別記1提出書類一覧表に掲げる書類を提出期日までに発注者に

提出しなければならない。 

2 受注者が発注者に提出する書類で様式が定められていないものは、受注者にお

いて様式を定め、提出するものとする。ただし、発注者がその様式を指示した

場合は、これに従わなければならない。 

用地調査等共通仕様書 

目   次 

（省略） 

 

 

第1章 総則 

 

第 1条～第2条（23）  （省略） 

 

(24) 「精度監理」とは、権利者に対し適正かつ公平な補償を実現するために、

基準・基準細則（以下「基準等」という。）への適合性、補償の妥当性等に

ついて、発注者が受注者とは別に第三者の判断を得ることをいう。    

                 

 

第3条～第7条      （省略） 

 

第2章 用地調査等業務の基本的処理方針 

 

第1節 用地調査等業務の実施手続 

 

第8条～第9条      （省略） 

 

（提出書類） 

第10条 受注者は、別記1提出書類一覧表に掲げる書類を提出期日までに発注者に

提出しなければならない。 

2 受注者が発注者に提出する書類で様式が定められていないものは、受注者にお

いて様式を定め、提出するものとする。ただし、発注者がその様式を指示した場

合は、これに従わなければならない。 



3 受注者は、契約時又は変更時において契約金額が100万円以上の業務につい

て、業務実績情報システム（以下「テクリス」という。）に基づき、契約・変

更・完了・訂正時に業務実績情報として作成した「登録のための確認のお願

い」をテクリスから監督職員にメール送信し、監督職員の確認を受けた上で、

契約時は契約締結後15日（休日等を除く。）以内に、登録内容の変更時は変更

があった日から、15 日（休日等を除く。）以内に、完了時は業務完了後、15 

日（休日等を除く。）以内に、訂正時は適宜、               

   登録機関に登録申請しなければならない。なお、登録できる技術者は、

作業計画書に示した技術者とする（担当技術者の登録は８名までとし、受注者

が設計共同体である場合は、構成員ごとに８名までとする。）。 

4 受注者は、契約時において、予定価格が1,000万円を超える競争入札により調

達される補償関係コンサルタント業務において調査基準価格を下回る金額で落

札した場合、テクリスに業務実績情報を登録する際は、「低価格入札である」

にチェックした上で「登録のための確認のお願い」を作成し、監督員の確認を

受けること。 

5 前２項において、登録機関発行の「登録内容確認書」はテクリス登録時に監督

職員にメール送信される。                   なお、変

更時と完了時の間が、15 日間（休日等を除く。）に満たない場合は、変更時の

登録申請を省略できるものとする。 

6  前３項において、受注者は本業務の完了後において訂正又は削除する場合に

おいても同様に、テクリスから発注者に送信し、速やかに発注者の確認を受け

た上で、登録機関に登録申請                  しなけれ

ばならない。 

 

第11条～第21条      （省略） 

 

（成果物） 

第22条 受注者は、用地調査等業務の実施に当たり、業務区分に基づき、必要な

成果物を業務完了通知書とともに提出し、検査を受けるものとする。 

2 前項の成果物は、別記2成果物一覧表によるものとする。 

3 成果物は、第6章から第11章に係るものについては所有者ごとに、その他のも

のについては別記2成果物一覧表に定めるものを除き種類別に編集し、表紙（様

3 受注者は、契約時又は変更時において契約金額が100万円以上の業務につい 

て、業務実績情報システム（以下「テクリス」という。）に基づき、契約・変

更・完了   時に業務実績情報として    「登録のための確認のお願 

い」を作成し、                             

契約時は契約締結後15日（休日等を除く。）以内に、登録内容の変更時は変更 

があった日から、15 日（休日等を除く。）以内に、完了時は業務完了後、15  

日（休日等を除く。）以内に        書面により監督員の確認を受けた

うえで、登録機関に登録申請しなければならない。なお、登録できる技術者は、

作業計画書に示した技術者とする（担当技術者の登録は８名までとし、受注者 

が設計共同体である場合は、構成員ごとに８名までとする。）。 

4 受注者は、契約時において、予定価格が1,000万円を超える競争入札により調 

達される補償関係コンサルタント業務において調査基準価格を下回る金額で落札 

した場合、テクリスに業務実績情報を登録する際は、業務名称の先頭に

「【低】」を追記した上で   「登録のための確認のお願い」を作成し、監督

員の確認を受けること。 

5 前２項において、受注者は登録機関に登録後、テクリスより「登録内容確認

書」をダウンロードし、直ちに監督員に提出しなければならない。 ただし、変

更時と完了時の間が、15 日間（休日等を除く。）に満たない場合は、変更時の

提出  を省略できるものとする。 

6  前３項において、受注者は本業務の完了後において訂正又は削除する場合に 

おいては、速やかに発注者の確認を受けた上で、登録機関に登録申請し、登録後

にはテクリスより「登録内容確認書」をダウンロードし、発注者に提出しなけれ

ばならない。 

 

第11条～第21条      （省略） 

 

（成果物） 

第22条 受注者は、用地調査等業務の実施に当たり、業務区分に基づき、必要な 

成果物を業務完了通知書とともに提出し、検査を受けるものとする。 

2 前項の成果物は、別記2成果物一覧表によるものとする。 

3 成果物は、第6章から第11章に係るものについては所有者ごとに、その他のも 

のについては別記2成果物一覧表に定めるものを除き種類別に編集し、表紙（様 



式第1号）に年度、箇所（地区）名、業務の名称、発注書の名称及び受注者の名

称等を記載するとともに、目次を付したうえで、容易に取り外すことが可能な

方法により作成するものとする。ただし、綴る用紙が少ない場合は、複数の成

果物を合わせて作成することができるものとする。 

4 受注者は、愛媛県土木設計業務等の電子納品要領（以下「電子納品要領」とい

う。）に基づいて作成した電子データを電子媒体(CD-R)で２部と簡易製本した

紙媒体の成果物を提出するものとし、紙媒体は、原則として両面コピーとす

る。 

  なお、電子媒体については、納品後３年以内に劣化等による不良箇所が発生し

た場合、無償で再納品を行わなければならない。 

5 「電子納品要領」で特に記載のない項目については、監督員と協議のうえ、決

定するものとする。 

6 受注者は、成果物の作成に当たり使用した調査表等の原簿を契約書第53条に定

める契約不適合責任期間保管し、監督職員が提出を求めたときは、これらを提

出するものとする。 

 

第23条～第24条      （省略） 

 

（条件変更等） 

第25条 契約書第18条第1項第5号に規定する「予期することのできない特別な状

態」とは、契約書第30条第1項に規定する天災その他の不可抗力による場合のほ

か、発注者と受注者が協議し当該規定に適合すると判断した場合とする。 

2 監督員が、受注者に対して契約書第18条、第19条及び第21条の規定に基づく設

計書の変更は又は訂正の指示を行う場合は、指示、承諾又は協議書（別記様式

第3号）によるものとする。 

 

第26条～第31条      （省略） 

 

（成果物の点検・調製確認対象業務の対応） 

第32条 受注者は、成果物の点検・調製確認業務に必要な資料の内容等につい

て、監督員から質問等があったときは、必要な資料等を示し、これに答えるも

のとする。 

式第1号）に年度、箇所（地区）名、業務の名称、発注書の名称及び受注者の名 

称等を記載するとともに、目次を付したうえで、容易に取り外すことが可能な 

方法により作成するものとする。ただし、綴る用紙が少ない場合は、複数の成 

果物を合わせて作成することができるものとする。 

4 受注者は、愛媛県土木設計業務等の電子納品要領（以下「電子納品要領」とい

う。）に基づいて作成した電子データを電子媒体(CD-R)で２部と簡易製本した 

紙媒体の成果物を提出するものとし、紙媒体は、原則として両面コピーとす 

る。 

  なお、電子媒体については、納品後３年以内に劣化等による不良箇所が発生し

た場合、無償で再納品を行わなければならない。 

5 「電子納品要領」で特に記載のない項目については、監督員と協議のうえ、決

定するものとする。 

                                     

                                     

           

 

第23条～第24条      （省略） 

 

（条件変更等） 

第25条 契約書第18条第1項第5号に規定する「予期することのできない特別な状

態」とは、契約書第29条第1項に規定する天災その他の不可抗力による場合のほ

か、発注者と受注者が協議し当該規定に適合すると判断した場合とする。 

2 監督員が、受注者に対して契約書第18条、第19条及び第21条の規定に基づく設

計書の変更は又は訂正の指示を行う場合は、指示、承諾又は協議書（別記様式 

第3号）によるものとする。 

 

第26条～第31条      （省略） 

 

（精度監理       対象業務の対応） 

第32条 受注者は、制度監理        業務に必要な資料の内容等につい

て、監督員から質問等があったときは、必要な資料等を示し、これに答えるもの

とする。 



2 受注者は、成果物の点検・調製確認業務に必要な資料の内容等について、監督

員から再検討又は修補の指示があったときは、速やかに、これに応ずるものと

する。 

3 受注者は、前項の修補の指示項目以外の項目についても、これに類する項目が

あると認めるときは、これを修補するものとする。 

 

第33条～第39条      （省略） 

 

第2節 数量等の処理 

 

第40条～第41条      （省略） 

 

（建物等の計測） 

第42条 建物及び工作物の調査において、長さ、高さ等の計測単位は、メートル

を基本とし、小数点以下第2位（小数点以下第3位四捨五入）とする。ただし、

排水管等の長さ等で小数点以下第2位の計測が困難なものは、この限りでない。 

2 建物の面積に係る計測は、原則として、柱又は壁の中心間で行うこととする。 

3 建物等の構造材、仕上げ材等の厚さ、幅等の計測は、原則として、ミリメート

ルを単位とする。 

4 立竹木の計測単位は、次の各号によるものとする。 

 (1) 幹周、胸高直径は、センチメートル（小数点以下第1位四捨五入）とす

る。 

 (2) 樹高、幹高、葉張、葉長点高及び玉周はメートルとし、小数点以下第1位

（小数点以下第2位四捨五入）とする。ただし、庭木等のうち株物 、玉物 

 、生垣及び特殊樹についてはセンチメートル（小数点以下第1位四捨五

入）とする。 

5 地被類、芝類、ツル性類及び竹林が植え込まれている区域の計測単位は、メー

トルとし、小数点以下第1位（小数点以下第2位四捨五入）とする。 

 

第 3章～第5章  （省略） 

 

 

2 受注者は、精度監理       業務に必要な資料の内容等について、監督

員から再検討又は修補の指示があったときは、速やかに、これに応ずるものとす

る。 

3 受注者は、前項の修補の指示項目以外の項目についても、これに類する項目が

あると認めるときは、これを修補するものとする。 

 

第33条～第39条      （省略） 

 

第2節 数量等の処理 

 

第40条～第41条      （省略） 

 

（建物等の計測） 

第42条 建物及び工作物の調査において、長さ、高さ等の計測単位は、メートルを

基本とし、小数点以下第2位（小数点以下第3位四捨五入）とする。ただし、排水

管等の長さ等で小数点以下第2位の計測が困難なものは、この限りでない。 

2 建物の面積に係る計測は、原則として、柱又は壁の中心間で行うこととする。 

3 建物等の構造材、仕上げ材等の厚さ、幅等の計測は、原則として、ミリメート

ルを単位とする。 

4 立竹木の計測単位は、次の各号によるものとする。 

 (1) 幹周、胸高直径は、センチメートル（小数点以下第1位四捨五入）とす 

る。 

 (2) 樹高、幹高、葉張、葉長点高及び玉周はメートルとし、小数点以下第1位

（小数点以下第2位四捨五入）とする。ただし、庭木等のうち株物類、玉物

類、生垣及び特殊樹についてはセンチメートル（小数点以下第1位四捨五

入）とする。 

5 地被類、芝類、ツル性類及び竹林が植え込まれている区域の計測単位は、メー

トルとし、小数点以下第1位（小数点以下第2位四捨五入）とする。 

 

第 3章～第5章  （省略） 

 

 



第6章 建物等の調査 

 

第1節 調   査 

 

第77条～第88条      （省略） 

 

第2節 調査書等の作成 

 

（建物等の配置図の作成） 

第89条 建物等の配置図は、前節の調査結果を基に次の各号により作成するもの

とする。 

 (1) 建物等の所有者（同族法人及び親子を含む。）を単位として作成する。 

 (2) 縮尺は、原則として、次の区分による。 

  イ 建物、庭園及び墳墓を除く工作物、庭木等を除く立竹木 

    100分の1又は200分の1 

  ロ 庭園、墳墓、庭木等 

    50分の1又は100分の1 

 (3) 用紙は、産業標準化法（昭和24年法律第185号）第11条により制定された

日本産業規格（以下「日本産業規格」という。）A列3番を用いる。ただし、

建物の敷地が広大であるため記載することが困難である場合には、日本産業

規格A列2番によることができる（以下この節において同じ。）。 

 (4) 敷地境界線及び方位を明確に記入する。方位は、原則として、図面の上方

を北の方位とし図面右上部に記入する。 

 (5) 土地の取得等の予定線を赤色の実線で記入する。 

 (6) 建物、工作物及び立竹木の位置等を記入し、建物、工作物及び立竹木ごと

に番号を付す。ただし、工作物及び立竹木が多数存する場合には、これらの

配置図を別に作成することができる。 

 (7) 図面中に次の事項を記入する。 

  イ 敷地面積 

  ロ 用途地域 

  ハ 建ペい率 

ニ 容積率 

第6章 建物等の調査 

 

第1節 調   査 

 

第77条～第88条      （省略） 

 

第2節 調査書等の作成 

 

（建物等の配置図の作成） 

第89条 建物等の配置図は、前節の調査結果を基に次の各号により作成するものと

する。 

 (1) 建物等の所有者（同族法人及び親子を含む。）を単位として作成する。 

 (2) 縮尺は、原則として、次の区分による。 

  イ 建物、庭園及び墳墓を除く工作物、庭木等を除く立竹木 

    100分の1又は200分の1 

  ロ 庭園、墳墓、庭木等 

    50分の1又は100分の1 

 (3) 用紙は、工業標準化法（昭和24年法律第185号）第11条により制定された 

日本工業規格（以下「日本工業規格」という。）A列3番を用いる。ただし、 

建物の敷地が広大であるため記載することが困難である場合には、     

  A列2番によることができる（以下この節において同じ。）。 

 (4) 敷地境界線及び方位を明確に記入する。方位は、原則として、図面の上方

を北の方位とし図面右上部に記入する。 

 (5) 土地の取得等の予定線を赤色の実線で記入する。 

 (6) 建物、工作物及び立竹木の位置等を記入し、建物、工作物及び立竹木ごと

に番号を付す。ただし、工作物及び立竹木が多数存する場合には、これらの配

置図を別に作成することができる。 

 (7) 図面中に次の事項を記入する。 

  イ 敷地面積 

  ロ 用途地域 

  ハ 建ペい率 

ニ 容積率 



ホ 建築年月 

へ 構造概要 

卜 床面積（用途階層別の床面積及び建物延べ床面積） 

チ 建築面積（建築基準法（昭和25年法律第201号）に定める建築面積をい

う。） 

 

第90条～第111条      （省略） 

 

第7章  （省略） 

 

第8章 消費税等調査 

 

第118条      （省略） 

 

（調査） 

第119条 土地等の権利者等が消費税法第2条第4号に規定する事業者であるときの

調査は、次に掲げる資料のうち消費税等の額又は消費税等相当額の補償の要否

を判定等するために必要な資料を収集することにより行うものとする。 

  なお、次に掲げる資料のうち「消費税及び地方消費税確定申告書（控）」等

の1つの資料により判定が可能であるときは、それ以外の資料を調査する必要は

ないものとする。 

 (1) 前年又は前事業年度の「消費税及び地方消費税確定申告書（控）」 

 (2) 基準期間に対応する「消費税及び地方消費税確定申告書（控）」 

 (3) 基準期間に対応する「所得税又は法人税確定申告書（控）」 

 (4) 消費税簡易課税制度選択届出書 

 (5) 消費税簡易課税制度選択不適用届出書 

 (6) 消費税課税事業者選択届出書 

 (7) 消費税課税事業者選択不適用届出書 

 (8) 消費税課税事業者届出書 

 (9) 消費税の納税義務者でなくなった旨の届出書 

 (10) 法人設立届出書 

 (11) 個人事業の開廃業等届出書 

ホ 建築年月 

へ 構造概要 

卜 床面積（用途階層別の床面積及び建物延べ床面積） 

チ 建築面積（建築基準法（昭和25年法律第201号）に定める建築面積をい 

う。） 

 

第90条～第111条      （省略） 

 

第7章  （省略） 

 

第8章 消費税等調査 

 

第118条      （省略） 

 

（調査） 

第119条 土地等の権利者等が消費税法第2条第4号に規定する事業者であるときの

調査は、次に掲げる資料のうち消費税等の額又は消費税等相当額の補償の要否を

判定等するために必要な資料を収集することにより行うものとする。 

  なお、次に掲げる資料のうち「消費税及び地方消費税確定申告書（控）」等の

1つの資料により判定が可能であるときは、それ以外の資料を調査する必要はな

いものとする。 

 (1) 前年又は前事業年度の「消費税及び地方消費税確定申告書（控）」 

 (2) 基準期間に対応する「消費税及び地方消費税確定申告書（控）」 

 (3) 基準期間に対応する「所得税又は法人税確定申告書（控）」 

 (4) 消費税簡易課税制度選択届出書 

 (5) 消費税簡易課税制度選択不適用届出書 

 (6) 消費税課税事業者選択届出書 

 (7) 消費税課税事業者選択不適用届出書 

 (8) 消費税課税事業者届出書 

 (9) 消費税の納税義務者でなくなった旨の届出書 

 (10) 法人設立届出書 

 (11) 個人事業の開廃業等届出書 



 (12) 消費税の新設法人に該当する旨の届出書 

(13) 消費税課税事業者届出書（特定期間用） 

(14) 特定期間の給与等支払額に係る書類（支払明細書（控）、源泉徴収簿

等） 

(15) 特定新規設立法人に該当する旨の届出書 

 (16) 高額特定資産の取得に係る課税事業者である旨の届出書 

 (17) その他の資料 

2 受注者は、前項に掲げる資料が存しない等の理由により必要な資料の調査がで

きないときは、速やかに、監督員に報告し、指示を受けるものとする。 

 

（補償の要否の判定等） 

第120条 消費税等に関する調査書は、前条の調査結果を基に作成するものとす

る。 

2 調査書は、消費税等相当額補償の要否判定フロー（「公共事業の施行に伴う損

失の補償等に関する消費税及び地方消費税の取扱いについて」（令和元年10月

15日付け元用第149号土木部長通知    ）別添－５参考）により補償の要否

を判定（課税売上割合の算定も含む。）するものとし、消費税等調査表（様式

第95号）を用いて作成するものとする。この場合において、消費税等調査表に

よることが不適当又は困難と認めたときは、当該調査表に代えて判定理由等を

記載した調査表を作成するものとする。 

 

第 9章～第10章  （省略） 

 

第11章 再算定業務 

 

第137条      （省略） 

 

（再算定の方法） 

第138条 建物等補償額の再算定は、次の各号の一に該当する場合を除くほか、従

前の      補償額の算定方法により行うものとする。 

 (1) 補償額の算定項目、算定方法等に係る基準等又は調査算定要領等が改正さ

れている場合には、改正後の基準等により算定する。 

 (12) 消費税の新設法人に該当する旨の届出書 

(13) 消費税課税事業者届出書（特定期間用） 

(14) 特定期間の給与等支払額に係る書類（支払明細書（控）、源泉徴収簿 

等） 

(15) 特定新規設立法人に該当する旨の届出書 

 (16) その他の資料                    

           

2 受注者は、前項に掲げる資料が存しない等の理由により必要な資料の調査がで

きないときは、速やかに、監督員に報告し、指示を受けるものとする。 

 

（補償の要否の判定等） 

第120条 消費税等に関する調査書は、前条の調査結果を基に作成するものとす

る。 

2 調査書は、消費税等相当額補償の要否判定フロー（「公共事業の施行に伴う損

失の補償等に関する消費税及び地方消費税の取扱いについて」（平成26年７月４

日付け26用第66号土木部管理局用地課長通知）別添－５参考）により補償の要否

を判定（課税売上割合の算定も含む。）するものとし、消費税等調査表（様式 

第95号）を用いて作成するものとする。この場合において、消費税等調査表に 

よることが不適当又は困難と認めたときは、当該調査表に代えて判定理由等を 

記載した調査表を作成するものとする。 

 

第 9章～第10章  （省略） 

 

第11章 再算定業務 

 

第137条      （省略） 

 

（再算定の方法） 

第138条 建物等補償額の再算定は、次の各号の一に該当する場合を除くほか、従

前の移転工法及び補償額の算定方法により行うものとする。 

 (1) 補償額の算定項目、算定方法等に係る基準等又は調査算定要領等が改正さ

れている場合には、改正後の基準等により算定する。 



 (2) 再調査の結果が現調査の内容と異なる場合は、再調査の結果に基づき補償

額を算定する。 

この場合における移転工法は、監督員の指示による。 

 

第 12章～第15章  （省略） 

 

第16章 第16章 土地調書等     の作成 

 

第 17章  （省略） 

 

別記１ 

提出書類一覧表 

1～3   （省略） 

 

別記様式第1号 貸与品等引渡通知書 

（様式省略） 

 

注 1 貸与品等の支給又は貸与の区分を備考欄に記入する。 

2 用紙の大きさは、日本産業規格A列4判縦とする。 

 

別記様式第2-1号 （省略） 

 

別記様式第2-2号 有資格者通知書 

（様式省略） 

 

注 1 業務内容は、別途監督員の指示により記載すること。 

2 資格の内容を証する資格証等の写し等を添付すること。 

3 用紙の大きさは、日本産業規格A列 4判縦とする。 

                           

 

 

 (2) 再調査の結果が現調査の内容と異なる場合は、再調査の結果に基づき補償

額を算定する。 

この場合における移転工法は、監督員の指示による。 

 

第 12章～第15章  （省略） 

 

第16章 第16章 土地調書及び物件調書の作成 

 

第 17章  （省略） 

 

別記１ 

提出書類一覧表 

1～3   （省略） 

 

別記様式第1号 貸与品等引渡通知書 

（様式省略） 

 

注 1 貸与品等の支給又は貸与の区分を備考欄に記入する。 

2 用紙の大きさは、日本工業規格A列4判縦とする。 

 

別記様式第2-1号 （省略） 

 

別記様式第2-2号 有資格者通知書 

（様式省略） 

 

注 1 業務内容は、別途監督員の指示により記載すること。 

2 精度監理業務は提出を要しないものとする。 

3 資格の内容を証する資格証等の写し等を添付すること。 

4 用紙の大きさは、日本工業規格A列4判縦とする。 

 

 



別記様式第2-3号 担当技術者について（届出） 

（様式省略） 

 
注 １ 不要の文字は、抹消すること。 

２ 名称は「補償コンサルタント登録規程」（昭和５９年９月２１日建設省
告示第1341号）第２条に定める登録部門を記載する。 

３ 担当技術者の変更を届出する場合は、新、旧担当技術者をそれぞれ記
載し、備考欄には「新」、「旧」と記載すること。 

４ 別紙「担当技術者経歴書」を添付して提出すること。         

                      

                          

 

別記様式第3号 指示、承諾又は協議書 

（様式省略） 

 

（注）１ 「検印」及び「上司からの命令、指示等」欄を除き、１部を受注者に 

送付すること。 

２ 受注者が完成届を提出したときは、本書を関連の書類に添付のこと。 

３ 「検印」欄は、適宜補正して使用すること。 

４ 用紙の大きさは、日本産業規格A列4判縦とする。 

 

別記様式第4号 貸与品等受領書 

（様式省略） 

 

注 1 貸与品等の支給又は貸与の区分を備考欄に記入する。 

2 用紙の大きさは、日本産業規格A列4判縦とする。 

 

別記様式第5号 貸与品等精算書 

（様式省略） 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格A列4判縦とする。 

 

 

別記様式第2-3号 担当技術者について（届出） 

（様式省略） 
 
注 １ 不要の文字は、抹消すること。 

２ 名称は「補償コンサルタント登録規程」（昭和５９年９月２１日建設省
告示第1341号）第２条に定める登録部門を記載する。 

３ 精度監理業務は提出を要しないものとする。             
                  
４ 担当技術者の変更を届出する場合は、新、旧担当技術者をそれぞれ記載

し、備考欄には「新」、「旧」と記載すること。 

 

５ 別紙「担当技術者経歴書」を添付して提出すること。 

 

別記様式第3号 指示、承諾又は協議書 

（様式省略） 

 

（注）１ 「検印」及び「上司からの命令、指示等」欄を除き、１部を受注者に 

送付すること。 

２ 受注者が完成届を提出したときは、本書を関連の書類に添付のこと。 

３ 「検印」欄は、適宜補正して使用すること。 

４ 用紙の大きさは、日本工業規格A列4判縦とする。 

 

別記様式第4号 貸与品等受領書 

（様式省略） 

 

注 1 貸与品等の支給又は貸与の区分を備考欄に記入する。 

2 用紙の大きさは、日本工業規格A列4判縦とする。 

 

別記様式第5号 貸与品等精算書 

（様式省略） 

 

注 用紙の大きさは、日本工業規格A列4判縦とする。 

 

 



別記様式第6号 貸与品等返納書 

（様式省略） 

 

注 1 貸与品等の支給又は貸与の区分を備考欄に記入する。 

2 用紙の大きさは、日本産業規格A列4判縦とする。 

 

別記様式第7号 障害物伐除報告書 

（様式省略） 

 

（備考）1 別紙調査表は、様式第 66-1 号の立材木調査表等に準じて作成するもの 

とする。 

    2 用紙の大きさは、日本産業規格 A 列 4 判縦とする。 

 

別記様式第8号 身分証明書交付申請書 

（様式省略） 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格A列4判縦とする。 

 

別記様式第9号 用地調査等業務日報 

（様式省略） 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格A列4判縦とする。 

 

別記様式第10号 工程表 

（様式省略） 

 

注 1 業務内容により、日別の工程を要する場合は、日別に作成する。 

2 用紙の大きさは、日本産業規格A列4判横とする。 

 

別記様式第11号 業務完了報告書 

（様式省略） 

 

別記様式第6号 貸与品等返納書 

（様式省略） 

 

注 1 貸与品等の支給又は貸与の区分を備考欄に記入する。 

2 用紙の大きさは、日本工業規格A列4判縦とする。 

 

別記様式第7号 障害物伐除報告書 

（様式省略） 

 

（備考）1 別紙調査表は、様式第 66 号の立材木調査表等に準じて作成するもの 

とする。 

    2 用紙の大きさは、日本工業規格 A 列 4 判縦とする。 

 

別記様式第8号 身分証明書交付申請書 

（様式省略） 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格A列4判縦とする。 

 

別記様式第9号 用地調査等業務日報 

（様式省略） 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格A列4判縦とする。 

 

別記様式第10号 工程表 

（様式省略） 

 

注 1 業務内容により、日別の工程を要する場合は、日別に作成する。 

2 用紙の大きさは、日本工業規格A列4判横とする。 

 

別記様式第11号 業務完了報告書 

（様式省略） 

 



注 1 別紙成果品目録を添付する。 

  2 用紙の大きさは、日本産業規格 A 列 4 判縦とする。 

 

別記様式第12号 監督員通知書 

（様式省略） 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格 A 列 4 判縦とする。 

 

別記様式第13号 総括打合せ記録 

（様式省略） 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格 A 列 4 判縦とする。 

 

打合せ内容 

注 1 総括打合せ項目としては、一般的に次のものを行う。 

 （1）施行計画 

    工程表に基づき、発注者と受注者の日程調整、土地等の占有者及び立会人

に対する立会依頼日時の調整等 

 （2）地元情勢 

    発注者において把握している調査区域に関する諸情報と対応策及び留意

すべき事項 

 （3）指示・承諾事項 

    用地調査等共通仕様書及び特記仕様書で定められた指示事項等で、総括打

合せの際にあらかじめまとめられるものを処理しておく。 

 （4）その他 

    指示・承諾事項以外の注意、指摘等を行う。 

  2 中間打合せ及び最終打合せについても、総括打合せ記録に準じて記録するも

のとする。 

  3 用紙の大きさは、日本産業規格 A 列 4 判縦とする。 

 

別記様式第14号 業務延期願 

（様式省略） 

注 1 別紙成果品目録を添付する。 

  2 用紙の大きさは、日本工業規格 A 列 4 判縦とする。 

 

別記様式第12号 監督員通知書 

（様式省略） 

 

注 用紙の大きさは、日本工業規格 A 列 4 判縦とする。 

 

別記様式第13号 総括打合せ記録 

（様式省略） 

 

注 用紙の大きさは、日本工業規格 A 列 4 判縦とする。 

 

打合せ内容 

注 1 総括打合せ項目としては、一般的に次のものを行う。 

 （1）施行計画 

    工程表に基づき、発注者と受注者の日程調整、土地等の占有者及び立会人

に対する立会依頼日時の調整等 

 （2）地元情勢 

    発注者において把握している調査区域に関する諸情報と対応策及び留意 

すべき事項 

 （3）指示・承諾事項 

    用地調査等共通仕様書及び特記仕様書で定められた指示事項等で、総括打

合せの際にあらかじめまとめられるものを処理しておく。 

 （4）その他 

    指示・承諾事項以外の注意、指摘等を行う。 

  2 中間打合せ及び最終打合せについても、総括打合せ記録に準じて記録するも

のとする。 

  3 用紙の大きさは、日本工業規格 A 列 4 判縦とする。 

 

別記様式第14号 業務延期願 

（様式省略） 



 

注 用紙の大きさは、日本産業規格 A 列 4 判縦とする。 

 

別記２ 

成 果 物 一 覧 表 

 

分類 業務区分 様式番号 成果品の名称 規格等 備考 

（略） 

第 

6 

章 

別 

記 

9 

関 

係 

 

 

立竹木の調査・積

算 

66-1 立竹木調査表 A-4 
立竹木要領(1)

第 5条 

66-2 
収穫樹（園栽培）管理程度補

正表 
〃 

立竹木要領(1)

第 10条 

66-3 管理程度補正判定表 〃  

67 立竹木補償金算定表 〃  

第 

6 

章 

別 

記 

10 

関 

係 

 

墳墓の調査・積算 

 

 

 

 

 

 墳墓配置図 A-4 

改葬及び祭し料

要領第5条 

本規格により難

い場合は、適宜

の大きさとす

る。 

（68-1） 墓地管理者調査表 〃 
改葬及び祭し料

要領第4条 

（68-2） 墓地使用（祭し）者調査表 〃 〃 

68-3 墓碑類調査表 〃 

〃 

カロート等で標

準書が適用でき

ないものについ

ては、移転費等

 

注 用紙の大きさは、日本工業規格 A 列 4 判縦とする。 

 

別記２ 

成 果 物 一 覧 表 

 

分類 業務区分 様式番号 成果品の名称 規格等 備考 

（略） 

第 

6 

章 

別 

記 

9 

関 

係 

 

 

立竹木の調査・積

算 

66  立竹木調査表 A-4 
立竹木要領(1)

第 5条 

66-1 
収穫樹（園栽培）管理程度補

正表 
〃 

立竹木要領(1)

第 10条 

66-2 用材林取得補償額付属明細書 〃  

67 立竹木補償金算定表 〃  

第 

6 

章 

別 

記 

10 

関 

係 

 

墳墓の調査・積算 

 

 

 

 

 

 墳墓配置図 A-4 

改葬及び祭し料

要領第5条 

本規格により難

い場合は、適宜

の大きさとす

る。 

（68-1） 墓地管理者調査表 〃 
改葬及び祭し料

要領第4条 

（68-2） 墓地使用（祭祀）者調査表 〃 〃 

68-3 墓碑類調査表 〃 

〃 

カロート等で標

準書が適用でき

ないものについ

ては、移転費等



の積算に必要な

図面の作成を要

する。 

69-1 

69-2 

69-3 

改葬補償金算定書 

改葬料算定表 

祭し料算定書 

〃 
改葬及び祭し料

要領第7条、8条 

（略） 

第 

7 

章 

・ 

別 

記 

12 

関 

係 

居住者等に関する

調査・積算 

87 居住者調査表（自家・家主用） A-4  

88-1 
同上 

（借家人・借間人用） 
〃  

88-2 家賃調査表 〃 

家賃減収補償金

調査算定要領第

3条 

89-1 

89-2 
仮住居 補償金調査算定書 〃 

仮住居等に要す

る費用に関する

調査算定要領第

4条 

89-3 仮倉庫補償金調査算定書 〃 〃 

                 
 

  

                   

90 家賃減収補償金算定書 〃 

家賃減収補償金

調査算定要領第

3条 

91-1 借家人補償金調査算定書 〃 
借家人補償調査

算定要領第4条 

92-1 移転雑費補償金算定書 
〃 

移転雑費算定要

領第3条 

                   

                 
   

        

     

〃               

の積算に必要な

図面の作成を要

する。 

  

69 

69-2 

       

改葬料算定表 

祭し料算定表 

〃 
改葬及び祭し料

要領第7条、8条 

（略） 

第 

7 

章 

・ 

別 

記 

12 

関 

係 

居住者等に関する

調査・積算 

87 居住者調査表（自家・家主用） A-4  

88-1 
同上 

（借家人・借間人用） 
〃  

88-2 家賃調査表 〃 

家賃減収補償金

調査算定要領第

3条 

89  

   
仮住居等補償金  算定表 〃 

仮住居等に要す

る費用に関する

調査算定要領第

4条 

                     

〃 仮住居等賃借料算出表 
 

〃 

〃 動産保管料等算出表 〃 

90 家賃減収補償金算定表 〃 

家賃減収補償金

調査算定要領第

3条 

91  借家人補償金  算定表 〃 
借家人補償調査

算定要領第4条 

92  移転雑費補償金算定表 
〃 

移転雑費算定要

領第3条 

92 移転先選定費算出表 〃 

〃 法令上の手続費算出表 
A-4 

移転雑費算定要

領第3条 

〃 建築物確認申請手数料計算表 〃 



〃               

〃               

〃               

〃               

〃 
              

       
  

〃               

92-2 建築物確認申請手数料計算表  〃 

92-3 
設計、工事監理等業務報酬額

計算表 
 〃 

92-4 就業不能補償日数内訳表  〃 

    

 

動産に関する調査・

積算 

93-1 動産調査表 A-4  

93-2 動産台数集計表 〃  

94 動産移転料算出書 〃  

（略） 

第 

12 

章 

関 

係 

補償説明 

103 補償説明記録簿 A-4  

 説明用資料 
A-4 又は A-

3 
 

（略） 

 

別記６別添一 

木造建物調査積算要領 

第1章～第3章  （省略） 

 

 

別添 1 

〃 建築物の設計監理費計算表 〃 

〃 建物の登記費用計算表 〃 

〃 土地に関する登記費用計算表 〃 

〃 権原の抹消登記費用計算表 〃 

〃 
転居通知費、移転旅費、その他

の雑費算出表 
〃 

〃 就業不能補償額算出表 〃 

                      

     
              

    
   

                

    

 

動産に関する調査・

積算 

93  動産調査表 A-4  

93-2              

94 動産移転料算出表 〃  

（略） 

第 

12 

章 

関 

係 

補償説明 

103 補償説明記録簿 A-4  

        
       

  
 

（略） 

 

別記６別添一 

木造建物調査積算要領 

第1章～第3章  （省略） 

 

 

別添 1 



木造建物図面作成基準 

第1      （省略） 

 

 （用紙及び図面） 

第2 図面の大きさは、原則として、産業標準化法（昭和24年法律第185号）第１

１条により制定された日本産業規格（以下「日本産業規格」という。）A列3番

横とする。 

2 配置図は様式第 48 号により、平面図、立面図及びその他の図面は様式第 49 号

により作成する。 

 

第3～第6      （省略） 

 

（図面表示記号） 

第 7 図面に表示する記号は、原則として、日本産業規格の図記号を用いる。 

 

別記６別添二 

非木造建物調査積算要領 

第1章～第3章  （省略） 

 

別添 1 

非木造建物図面作成基準 

1～3      （省略） 

（用紙及び図面） 

4 作成する図面の用紙及び規格等は次による。 

 (1) 図面の大きさは、原則として、産業標準化法（昭和24年法律第185号）第

１１条により制定された日本産業規格（以下「日本産業規格」という。）A

列2判横とし、中2つ折りにして製本するものとする。 

 (2)～(4)、5～11 （省略） 

 

木造建物図面作成基準 

第1      （省略） 

 

 （用紙及び図面） 

第2 図面の大きさは、原則として、工業標準化法（昭和24年法律第185号）第１ 

１条により制定された日本工業規格（以下「日本工業規格」という。）A列3番 

横とする。 

2 配置図は様式第 48 号により、平面図、立面図及びその他の図面は様式第 49 号

により作成する。 

 

第3～第6      （省略） 

 

（図面表示記号） 

第 7 図面に表示する記号は、原則として、日本工業規格の図記号を用いる。 

 

別記６別添二 

非木造建物調査積算要領 

第1章～第3章  （省略） 

 

別添 1 

非木造建物図面作成基準 

1～3      （省略） 

（用紙及び図面） 

4 作成する図面の用紙及び規格等は次による。 

 (1) 図面の大きさは、原則として、工業標準化法（昭和24年法律第185号）第 

１１条により制定された日本工業規格（以下「日本工業規格」という。）A列 

2判横とし、中2つ折りにして製本するものとする。 

 (2)～(4)、5～11 （省略） 

 



（記号、略号等） 

12 図面に記載する記号は、原則として、日本産業規格の図記号を用いる。 

 

別記 7-1 

機械設備調査算定要領 

第1章～第4章  （省略） 

 

別添 1 

機械設備図面作成基準 

 

第1～第2      （省略） 

 

（用 紙） 

第３ 図面の大きさは、原則として、日本産業規格Ａ列３番横とする。 

 

第4～第6      （省略） 

 

（図面表示記号） 

第７ 図面に表示する記号は、原則として、産業標準化法（昭和24年法律第185

号）第11条により制定された日本産業規格（JIS）の図記号を用いる。 

 

第8～第10及び別表      （省略） 

 

別添 2 

機械設備工事費算定基準 

第1～第3      （省略） 

 

 

（記号、略号等） 

12 図面に記載する記号は、原則として、日本工業規格の図記号を用いる。 

 

別記 7-1 

機械設備調査算定要領 

第1章～第4章  （省略） 

 

別添 1 

機械設備図面作成基準 

 

第1～第2      （省略） 

 

（用 紙） 

第３ 図面の大きさは、原則として、日本工業規格Ａ列３番横とする。 

 

第4～第6      （省略） 

 

（図面表示記号） 

第７ 図面に表示する記号は、原則として、工業標準化法（昭和24年法律第185

号）第11条により制定された日本工業規格（JIS）の図記号を用いる。 

 

第8～第10及び別表      （省略） 

 

別添 2 

機械設備工事費算定基準 

第1～第3      （省略） 

 

 



（工数歩掛） 

第４ 本基準に定めのない工数歩掛等は、次の優先順位により採用するものとする。 

一  公共建築工事積算基準（(一財)建築コスト管理システム研究所発行） 

二  建設工事標準歩掛（(一財)建設物価調査会発行） 

三  工事歩掛要覧（(一財)経済調査会発行） 

四  下水道用設計標準歩掛表（（公社）日本下水道協会発行） 

五  これらと同等であると認められる公刊物に掲載されている工数歩掛等 

六  専門メーカー等から見積を徴するなど、その他適切な方法 

 

第5以下      （省略） 

 

様式第2号 機械設備算定内訳書（総括表） 

（様式省略） 

消費税等相当額 Ｇ×税率＝（Ｈ） 

 

別記 7-2 

工作物調査算定要領 

 

第1条～第4条      （省略） 

 

（図面） 

第５条 作成する図面の種類は、次のとおりとする。 

 (1) 工作物配置図 

 (2) 工作物の詳細図 

 (3) 写真撮影の方向図 

２ 工作物の図面は、原則として、次により作成するものとする。 

 (1) 図面は、工作物の所有者ごとに作成する。 

 (2) 図面の大きさは、原則として、産業標準化法（昭和 24 年法律第 185 号）第

（工数歩掛） 

第４ 本基準に定めのない工数歩掛等は、次の優先順位により採用するものとする。 

一  公共建築工事積算基準（(一財)建築コスト管理システム研究所発行） 

二  建設工事標準歩掛（(一財)建設物価調査会発行） 

三  工事歩掛要覧（(一財)経済調査会発行） 

四  下水道工事積算基準（(一財)下水道新技術推進機構発行） 

五  これらと同等であると認められる公刊物に掲載されている工数歩掛等 

六  専門メーカー等から見積を徴するなど、その他適切な方法 

 

第5以下      （省略） 

 

様式第2号 機械設備算定内訳書（総括表） 

（様式省略） 

消費税等相当額 Ｇ×8％＝（Ｈ） 

 

別記 7-2 

工作物調査算定要領 

 

第1条～第4条      （省略） 

 

（図面） 

第５条 作成する図面の種類は、次のとおりとする。 

 (1) 工作物配置図 

 (2) 工作物の詳細図 

 (3) 写真撮影の方向図 

２ 工作物の図面は、原則として、次により作成するものとする。 

 (1) 図面は、工作物の所有者ごとに作成する。 

 (2) 図面の大きさは、原則として、工業標準化法（昭和 24 年法律第 185 号）第



11 条により制定された日本産業規格（以下「ＪＩＳ」という。）Ａ列３番横と

する。 

 (3) 図面は、原則として、上方が北の方位となるように配置する。 

 (4) 図面に表示する記号は、原則として、ＪＩＳの図記号による。 

 (5) 図面等に表示する数値及び面積計算は、仕様書第 43 条による。 

 (6) 配置図は、工作物の種類又は名称ごとに番号を表示する。 

 (7) 詳細図は、必要に応じて作成し、構造、外形寸法（幅×奥行き×高さ）等を

記載する。 

 (8) 写真撮影方向図は、工作物配置図等を基に、撮影の位置、方向及び写真番号

を記入する。 

 (9) その他算定に必要となる図面は、適宜作成する。 

３ 次の各号に掲げる各図面の縮尺は、原則として、当該各号に定める縮尺による

ものとし、各図面に該当縮尺を記入する。ただし、これにより難い場合は、この

限りでない。 

 (1) 工作物配置図  １００分の１又は２００分の１ 

 (2) 工作物の詳細図  ５０分の１又は１００分の１ 

 (3) 写真撮影方向図  １００分の１又は２００分の１ 

 

別記 7-3 

附帯工作物調査算定要領 

 

第1条～第5条      （省略） 

 

（図面） 

第６条 作成する図面の種類は、次のとおりとする。 

(1) 附帯工作物配置図 

(2) 附帯工作物の詳細図 

(3) 写真撮影方向図 

２ 附帯工作物の図面は、原則として、次により作成するものとする。 

(1) 図面は、附帯工作物の所有者ごとに作成する。 

(2) 図面の大きさは、原則として、日本産業規格Ａ列３番横とする。 

11 条により制定された日本工業規格（以下「ＪＩＳ」という。）Ａ列３番横とす

る。 

 (3) 図面は、原則として、上方が北の方位となるように配置する。 

 (4) 図面に表示する記号は、原則として、ＪＩＳの図記号による。 

 (5) 図面等に表示する数値及び面積計算は、仕様書第 42 条による。 

 (6) 配置図は、工作物の種類又は名称ごとに番号を表示する。 

 (7) 詳細図は、必要に応じて作成し、構造、外形寸法（幅×奥行き×高さ）等を

記載する。 

 (8) 写真撮影方向図は、工作物配置図等を基に、撮影の位置、方向及び写真番号

を記入する。 

 (9) その他算定に必要となる図面は、適宜作成する。 

３ 次の各号に掲げる各図面の縮尺は、原則として、当該各号に定める縮尺による

ものとし、各図面に該当縮尺を記入する。ただし、これにより難い場合は、この

限りでない。 

 (1) 工作物配置図  １００分の１又は２００分の１ 

 (2) 工作物の詳細図  ５０分の１又は１００分の１ 

 (3) 写真撮影方向図  １００分の１又は２００分の１ 

 

別記 7-3 

附帯工作物調査算定要領 

 

第1条～第5条      （省略） 

 

（図面） 

第６条 作成する図面の種類は、次のとおりとする。 

(1) 附帯工作物配置図 

(2) 附帯工作物の詳細図 

(3) 写真撮影方向図 

２ 附帯工作物の図面は、原則として、次により作成するものとする。 

(1) 図面は、附帯工作物の所有者ごとに作成する。 

(2) 図面の大きさは、原則として、日本工業規格Ａ列３番横とする。 



(3) 図面は、原則として、上方が北の方位となるように配置する。 

(4) 図面に表示する記号は、原則として、産業標準化法（昭和２４年法律第１ 

８５号）第１１条により制定された日本産業規格（ＪＩＳ）の図記号による。 

(5) 図面等に表示する数値及び面積計算は、仕様書第42条による。 

(6) 配置図は、附帯工作物の種類又は名称ごとに番号を表示する。 

(7) 詳細図は、必要に応じて作成し、構造、外形寸法（幅×奥行き×高さ）等を

記載する。 

(8) 写真撮影方向図は、附帯工作物配置図等を基に、撮影の位置、方向及び写真

番号を記入する。 

(9) その他算定に必要となる図面は、適宜作成する。 

３ 次の各号に掲げる各図面の縮尺は、原則として、当該各号に定める縮尺による

ものとし、各図面に該当縮尺を記入する。 

ただし、これにより難い場合は、この限りでない。 

(1) 附 帯 工 作 物 配 置 図  １００分の１又は２００分の１ 

(2) 各附帯工作物の詳細図  ５０分の１又は１００分の１ 

(3) 写 真 撮 影 方 向 図   １００分の１又は２００分の１ 

 

別記 8 

石綿調査算定要領 

 

第1条      （省略） 

 

（用語の定義） 

第2条 この要領において「対象石綿」とは、「建築物解体工事共通仕様書」（国

土交通省大臣官房官庁営繕部）に定める「石綿   含有吹付け材」、「石綿  

   含有保温材等」及び「石綿   含有成形板」をいう。 

 

第3条      （省略） 

 

 

 

(3) 図面は、原則として、上方が北の方位となるように配置する。 

(4) 図面に表示する記号は、原則として、工業標準化法（昭和２４年法律第１８

５号）第１１条により制定された日本工業規格（ＪＩＳ）の図記号による。 

(5) 図面等に表示する数値及び面積計算は、仕様書第42条による。 

(6) 配置図は、附帯工作物の種類又は名称ごとに番号を表示する。 

(7) 詳細図は、必要に応じて作成し、構造、外形寸法（幅×奥行き×高さ）等を

記載する。 

(8) 写真撮影方向図は、附帯工作物配置図等を基に、撮影の位置、方向及び写真

番号を記入する。 

(9) その他算定に必要となる図面は、適宜作成する。 

３ 次の各号に掲げる各図面の縮尺は、原則として、当該各号に定める縮尺による

ものとし、各図面に該当縮尺を記入する。 

ただし、これにより難い場合は、この限りでない。 

(1) 附 帯 工 作 物 配 置 図  １００分の１又は２００分の１ 

(2) 各附帯工作物の詳細図  ５０分の１又は１００分の１ 

(3) 写 真 撮 影 方 向 図   １００分の１又は２００分の１ 

 

別記 8 

石綿調査算定要領 

 

第1条      （省略） 

 

（用語の定義） 

第 2 条 この要領において「対象石綿」とは、「建築物解体工事共通仕様書」（国

土交通省大臣官房官庁営繕部）に定める「アスベスト含有吹付け材」、「アスベ

スト含有保温材等」及び「アスベスト含有成形板」をいう。 

 

第3条      （省略） 

 

 

 



（石綿調査） 

第 4 条  石綿調査は、現地における調査を基本とし、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める方法により、調査を行うものとする。ただし、石綿の製造・

使用等が禁止された平成18年 9月以降に着工した建物等を除く。 

(1) 石綿含有吹付け材及び石綿含有保温材等 

 イ及びロ  （省略） 

 (2) 石綿含有成形板 

 イ～ハ   （省略） 

 ニ みなし含有とする場合は、建築物石綿含有建材調査者及びアスベスト診断

士等の専門家の意見を参考とし、調査可能な範囲をもって対象石綿の種類及

び施工範囲を決定するものとする。 

(3) 前項の調査の結果、対象石綿の使用が確認された場合（みなし含有とした場合

を含む。）には、対象石綿の施工状況が把握できる写真を撮影するものとする。 

 

（調査表） 

第 5 条 対象石綿の調査表は、前条の調査結果に基づき、様式第 1 の石綿調査表よ

り作成し、次の各号に掲げる項目につき、それぞれ当該各号に定める事項を記載

するものとする。 

 (1)  調 査 年 月 日  調査を実施した年月日 

 (2)  調 査 者  調査を実施した担当者の氏名 

 (3)  建物等の所在地  調査した建物等の所在地  

 (4)  建物等の所有者住所 建物等の所有者の住所又は主たる事務所の所在地  

 (5)  建物等の所有者氏名  建物等の所有者の氏名又は名称 

 (6)  建物等の番号 所有者ごとに整理した番号 

 (7)  建物の構造・用途・面積 建物の構造、用途及び面積 

 (8)  建物等の建築等時期の調査 建物等の建築等時期 

 (9)  調査方法及び石綿含有建材の名称 調査方法、使用を確認した石綿含有吹

付け材、、石綿含有保温材等の名称、調査した石綿含有成形板（仕上げ材

等）の名称、分析調査の有無及び判断理由 

 (10) 分析調査 分析調査結果（専門機関の報告書を含む。） 

(11) 最 終 判 定  対象石綿の使用の有無及び判定理由 

(12) 備 考  判定根拠に関する事項及びその他参考事項 

（石綿調査） 

第4条  石綿調査は、現地における調査を基本とし、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める方法により、調査を行うものとする。            

                              

(1) 石綿含有吹付 材及び石綿含有保温材等 

 イ及びロ  （省略） 

(2) 石綿含有成形板 

 イ～ハ   （省略） 

ニ みなし含有とする場合は、              アスベスト診断

士等の専門家の意見を参考とし、調査可能な範囲をもって対象石綿の種類及

び施工範囲を決定するものとする。 

(3) 前項の調査の結果、対象石綿の使用が確認された場合（みなし含有とした場合

を含む。）には、対象石綿の施工状況が把握できる写真を撮影するものとする。 

 

（調査表） 

第 5 条 対象石綿の調査表は、前条の調査結果に基づき、様式第 1 の石綿調査表よ

り作成し、次の各号に掲げる項目につき、それぞれ当該各号に定める事項を記載

するものとする。 

 (1)  所 在 地  調査した建物等の所在地 

 (2)  調 査 年 月 日  調査を実施した年月日 

 (3)  調 査 者  調査を実施した担当者の氏名 

 (4)  整 理 番 号  所有者ごとの番号 

 (5)      所有者氏名  建物等の所有者の氏名又は名称 

 (6)  所 有 者 住 所  建物等の所有者の住所又は主たる事務所の所在地 

 (7)  建物等の仕上材等の調査結果  調査した仕上材等の名称、調査方法 

 (8)  検体の分析結果  検体の分析結果（専門機関の報告書を含む。） 

 (9)  最 終 判 定  対象石綿の使用の有無                

                                      

                         

 (10) 備 考  判定根拠に関する事項及びその他参考事項 

                            

                            



 

第6条～第7条及び第8条1～5 一      （省略） 

二 石綿含有成形板が使用されている場合 

  イ 石綿の除去費用 

  ロ 石綿廃材の運搬費用 

  ハ 石綿廃材の処分費用 

ニ 諸経費等 

 ホ 前号イからハのうち、記載が必要な費用 

 

別記 9-1 

 

立竹木調査算定要領（1） 

第1条～第5条及び第6条1   （省略） 

 

２ 立竹木の図面は、原則として、次の各号により作成するものとする。 

一 図面は、立竹木の所有者ごとに作成し、地番及び土地の取得等の計画線を

赤色の実線で記入する。 

二 図面の大きさは、原則として、日本産業規格Ａ列３番横とする。 

三 図面は、原則として、上方が北の方位となるように配置する。 

四 写真撮影方向図は、立竹木配置図等を基に、撮影の位置、方向及び写真番

号を記入する。 

五 標準地調査を行った場合は、図面に、標準地の位置及び面積並びに樹木数

量等を決定した範囲及び面積を記載する。 

六 その他算定に必要となる図面は、適宜作成する。 

 

以下 （省略） 

 

別記 9-2 

 

立竹木調査算定要領（2） 

 

第6条～第7条及び第8条1～5 一      （省略） 

二 石綿含有成形板が使用されている場合 

  イ 石綿の除去費用 

  ロ 石綿廃材の運搬費用 

  ハ 石綿廃材の処分費用 

ニ 諸経費等 

 ホ   イからハのうち、記載が必要な項目 

 

別記 9-1 

 

立竹木調査算定要領（1） 

第1条～第5条及び第6条1      （省略） 

 

２ 立竹木の図面は、原則として、次の各号により作成するものとする。 

一 図面は、立竹木の所有者ごとに作成し、地番及び土地の取得等の計画線を

赤色の実線で記入する。 

二 図面の大きさは、原則として、日本工業規格Ａ列３番横とする。 

三 図面は、原則として、上方が北の方位となるように配置する。 

四 写真撮影方向図は、立竹木配置図等を基に、撮影の位置、方向及び写真番

号を記入する。 

五 標準地調査を行った場合は、図面に、標準地の位置及び面積並びに樹木数

量等を決定した範囲及び面積を記載する。 

六 その他算定に必要となる図面は、適宜作成する。 

 

以下 （省略） 

 

別記 9-2 

 

立竹木調査算定要領（2） 



第１条 用材林又は収穫樹の調査は、立竹木要領（1）第 3 条により行うほか、次の

各号によるものとする。 

一 用材林 

（１）立竹木要領（1）第3条第2号（3）の調査に基づく用材林の管理程度の

判断は、下刈り、枝打ち等の状況及び標準書の管理程度補正率表を基と

した１㌶当たりの植栽本数からの判断によるものとし、次表の定めると

ころによる。 

判 定 基 準 
下刈り、枝打ち等の状況 

良 否 

標準書の管理程度補正率表を基と

した１㌶あたりの植栽本数からの

判断 

１００％ 適正 適正 

１００％未満 適正 未管理 

管理程度の判断にあたっては、管理程度補正判定表（様式第 66-3 号）を作成するも

のとする。 

 

（2）及び二  （省略） 

 

（補償額の算定） 

第２条 補償額の算定は、立竹木要領（1）第１０条により行うほか、次の各号に

よるものとし、立竹木補償金算定表（様式第 67 号）を作成するものとする。 

 一 立竹木補償金算定表は、立竹木調査の成果に基づき、関係人ごとに取得等用

地、残地の別に標準書記載の順序に従って整理記入すること。この場合におい

て、種別及び樹種等が同一のため同じ単価の立竹木については、まとめて記入

する。 

 二 移転義務の有無は、立竹木調査表に基づき取得等用地にあるものについては

有とし、残地にある立竹木については無とすること。 

 三 分類は、高木、株物、玉物、生垣、特殊樹、利用樹、風致木、地被類、芝類、

ツル性類、用材林、果樹、特用樹及び竹林の別を記載する。ただし、風致木に

ついては、高木、株物等の種別、収穫樹については、園栽培又は散在樹も併記

する。 

 四 樹種は、立竹木調査表に基づき適用される標準書記載の樹種を記入する。こ

の場合において、調査して樹種名と標準書の樹種名が異なるときは、摘要欄に

第１条 用材林又は収穫樹の調査は、立竹木要領（1）第 3 条により行うほか、次の

各号によるものとする。 

一 用材林 

（１）立竹木要領（1）第3条第2号（3）の調査に基づく用材林の管理程度の

判断は、下刈り、枝打ち等の状況及び標準書の管理程度補正率表を基とし

た１㌶当たりの植栽本数からの判断によるものとし、次表の定めるところ

による。 

判 定 基 準 
下刈り、枝打ち等の状況 

良 否 

標準書の管理程度補正率表を基と

した１㌶あたりの植栽本数からの

判断 

１００％ 適正 適正 

１００％未満 適正 未管理 

                                      

      

 

（2）及び二  （省略） 

 

（補償額の算定） 

第２条 補償額の算定は、立竹木要領（1）第１０条により行うほか、次の各号に 

よるものとし、立竹木補償金算定表（様式第 67 号）を作成するものとする。 

 一 立竹木補償金算定表は、立竹木調査の成果に基づき、関係人ごとに取得等用

地、残地の別に標準書記載の順序に従って整理記入すること。この場合におい

て、種別及び樹種等が同一のため同じ単価の立竹木については、まとめて記入

する。 

 二 移転義務の有無は、立竹木調査表に基づき取得等用地にあるものについては

有とし、残地にある立竹木については無とすること。 

 三 種別は、高木、株物、玉物、生垣、特殊樹、利用樹、風致木、地被類、芝類、

ツル性類、用材林、果樹、特用樹及び竹林の別とする。           

                                    

    

 四 樹種は、立竹木調査表に基づき適用される標準書記載の樹種を記入する。こ

の場合において、調査して樹種名と標準書の樹種名が異なるときは、摘要欄に



調査した樹種名を記入する。 

 五 規格又は樹齢は、立竹木調査表に基づき適用される標準書単価に係る規格又

は樹齢を記入する。 

 六 構外・構内・移植・伐採・取得の区分は、庭木             

等     等については、構外  、構内  又は伐採  の別を、収穫樹

については、移植又は伐採の別を、用材林、薪炭林及び竹林については、取得

または伐採の別を記入する。 

七 庭木等の仮植されたもの及び苗木を育成中のもの等、標準書の単価によるこ

とが適当でないと認められるものについては、監督職員の指示により見積書を

作成又はこれを徴したうえ、立竹木補償金算出表に添付する。 

八 庭木等であって、標準書に単価の設定された規格をこえるものについては、

監督員の指示により当該立木の樹価について見積書を作成又は徴したうえ、標

準書に準じて補償額を算出し、その資料を立竹木補償金算定表に添付する。 

九 庭木等について監督職員から伐採補償単価を適用する旨の指示があった場

合は、摘要欄に「伐採」と記入すること。 

十 用材林、薪炭林、雑木及び竹林について監督員から取得補償単価を適用する

旨の指示があった場合は、伐採補償とは別に立竹木補償金算定表を作成する。

この場合において、移転義務の有無は、「無」と記入する。 

十一 用材林の取得補償単価を適用する場合において、標準書の単価によること

が適当でないと認められるものについては、監督職員の指示により別途補償額

を算出し、その資料を立竹木補償金算定表に添付する。 

十二 適正な管理が行われていない用材林の人工林に取得補償を適用する場合

は、管理程度補正判定表（様式第66-3）     を作成し、立竹木補償金算

定表に添付する。 

  なお、管理程度補正率は標準書によるものとし、管理程度補正率を乗じて算

定した補償額は、標準書の未管理立木補償上限表の当該立木の林齢における補

償額を上限とする。 

十三 収穫樹において、管理程度補正率による補正を行う場合には、収穫樹（園

栽培）管理程度補正表（様式第66-2号）を作成し、立竹木補償金算定表に添付

する。 

 

別記 10 

調査した樹種名を記入する。 

 五 規格又は樹齢は、立竹木調査表に基づき適用される標準書単価に係る規格又

は樹齢を記入する。 

 六               区分は、高木、株物、玉物、風致木、生垣、特 

殊樹、地被類等について 、構外移転、構内移転又は伐採補償の別を     

                                  

        記入する。 

七 庭木等の仮植されたもの及び苗木を育成中のもの等、標準書の単価によるこ

とが適当でないと認められるものについては、監督職員の指示により見積書を

作成又はこれを徴したうえ、立竹木補償金算出表に添付する。 

八 庭木等であって、標準書に単価の設定された規格をこえるものについては、

監督員の指示により当該立木の樹価について見積書を作成又は徴したうえ、標

準書に準じて補償額を算出し、その資料を立竹木補償金算定表に添付する。 

九 庭木等について監督職員から伐採補償単価を適用する旨の指示があった場合

は、摘要欄に「伐採」と記入すること。 

十 用材林、薪炭林、雑木及び竹林について監督員から取得補償単価を適用する

旨の指示があった場合は、伐採補償とは別に立竹木補償金算定表を作成する。

この場合において、移転義務の有無は、「無」と記入する。 

十一 用材林の取得補償単価を適用する場合において、標準書の単価によること

が適当でないと認められるものについては、監督職員の指示により別途補償額

を算出し、その資料を立竹木補償金算定表に添付する。 

十二 適正な管理が行われていない用材林の人工林に取得補償を適用する場合

は、用材林取得補償額付属明細書（様式第66-2号）を作成し、立竹木補償金算

定表に添付する。 

  なお、管理程度補正率は標準書によるものとし、管理程度補正率を乗じて算

定した補償額は、標準書の未管理立木補償上限表の当該立木の林齢における補

償額を上限とする。 

十三 収穫樹において、管理程度補正率による補正を行う場合には、収穫樹（園

栽培）管理程度補正表（様式第66-1号）を作成し、立竹木補償金算定表に添付

する。 

 

別記 10 



改葬の補償及び祭し料調査算定要領 

 

第1条～第4条      （省略） 

 

（図面の作成） 

第５条 作成する図面の種類は、次のとおりとする。 

一 墳墓配置図 

二 墓碑類の詳細図（墓石等の姿図、カロートの断面図等、数量計算に必要な

もの） 

三 写真撮影方向図 

２ 墳墓に関する図面は、原則として次により作成するものとする。 

一 図面は、原則として墓地使用者（墳墓所有者）ごとに作成するものとし、

共同墓地等において全体の区画を示す必要がある場合は、全体の墳墓配置図

（区画図）を作成するものとする。 

二 図面の大きさは、原則として、日本産業規格 A 列三版横とする。 

三 図面は、原則として、上方が北の方位となるように配置するものとする。 

四 長さ、高さ等の計測単位は、メートルを基本とし、小数点以下第二位（小

数点以下第三位四捨五入）までとする。 

五 図面に表示する数値は、前号の計測値を基にミリメートル単位で記入する

ものとする。 

３ 墳墓工作物は、附帯工作物要領に準じて、墳墓立竹木は、立竹木要領に準じて

それぞれ作成するものとする。 

 

第6条～第8条      （省略） 

 

別記 11 

営業調査積算要領 

 

第1条及び第2条（1）、（2）    （省略） 

 

改葬の補償及び祭し料調査算定要領 

 

第1条～第4条      （省略） 

 

（図面の作成） 

第５条 作成する図面の種類は、次のとおりとする。 

一 墳墓配置図 

二 墓碑類の詳細図（墓石等の姿図、カロートの断面図等、数量計算に必要な

もの） 

三 写真撮影方向図 

２ 墳墓に関する図面は、原則として次により作成するものとする。 

一 図面は、原則として墓地使用者（墳墓所有者）ごとに作成するものとし、

共同墓地等において全体の区画を示す必要がある場合は、全体の墳墓配置図

（区画図）を作成するものとする。 

二 図面の大きさは、原則として、日本工業規格 A 列三版横とする。 

三 図面は、原則として、上方が北の方位となるように配置するものとする。 

四 長さ、高さ等の計測単位は、メートルを基本とし、小数点以下第二位（小

数点以下第三位四捨五入）までとする。 

五 図面に表示する数値は、前号の計測値を基にミリメートル単位で記入する

ものとする。 

３ 墳墓工作物は、附帯工作物要領に準じて、墳墓立竹木は、立竹木要領に準じて

それぞれ作成するものとする。 

 

第6条～第8条      （省略） 

 

別記 11 

営業調査積算要領 

 

第1条及び第2条（1）、（2）    （省略） 

 



(3) 製造業等 

   機械設備等の数量・種類・配置・規模、生産品の種類・数量・原価、一日の

平均生産量、原材料の仕入先・仕入量、原材料、加工・製品・荷造・搬出等の

生産工程、部門別従業員内訳、従業員及び機械配置・行動軌跡等について調査

するものとする。 

   なお、必要に応じて次の事項についても調査するものとする。 

① 公害対策施設に関する調査 

    当該工場の公害発生源の有無及び現存する公害対策に係る施設及び公害

対策基本法等公害関係法規との関係で、移転することによる公害対策施設費

の増分等についての調査 

② JIS マーク表示許可、失効に伴う損失等に関する調査 

    当該工場で製造される商品に、産業標準法に基づく日本産業規格表示制度

による JIS マーク表示許可の有無、工場の移転に伴う JIS マーク喪失の期間

（移転後申請に必要な稼働期間又は申請から許可までに要する期間。）及び

JIS マークを喪失することによる商品の値下がり等についての調査 

    なお、農林物資の規格化等        に関する法律（昭和 25 年法

律第 175 号）に基づく日本農林規格による JAS マークの喪失についても同

様とする。 

③ 立上り損失に関する調査 

    製造工場が移転して新たな操業を開始した場合に、ロス製品がどの程度の

比率で発生し、通常のロス率まで回復するにはどの程度の期間を必要とする

か等についての調査 

 

以下 （省略） 

 

別記 12 

居住者調査算定要領 

 

 

（居住者調査） 

第 1 条 受注者は、調査区域内の建物に居住する者について調査を行い、自家居住

(3) 製造業等 

   機械設備等の数量・種類・配置・規模、生産品の種類・数量・原価、一日の

平均生産量、原材料の仕入先・仕入量、原材料、加工・製品・荷造・搬出等の生

産工程、部門別従業員内訳、従業員及び機械配置・行動軌跡等について調査す

るものとする。 

   なお、必要に応じて次の事項についても調査するものとする。 

① 公害対策施設に関する調査 

    当該工場の公害発生源の有無及び現存する公害対策に係る施設及び公害対

策基本法等公害関係法規との関係で、移転することによる公害対策施設費の

増分等についての調査 

② JIS マーク表示許可、失効に伴う損失等に関する調査 

    当該工場で製造される商品に、工業標準法に基づく日本工業規格表示制度

による JIS マーク表示許可の有無、工場の移転に伴う JIS マーク喪失の期間

（移転後申請に必要な稼働期間又は申請から許可までに要する期間。）及び 

JIS マークを喪失することによる商品の値下がり等についての調査 

    なお、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（昭和 25 年法

律第 175 号）に基づく日本農林規格による JAS マークの喪失についても同

様とする。 

③ 立上り損失に関する調査 

    製造工場が移転して新たな操業を開始した場合に、ロス製品がどの程度の

比率で発生し、通常のロス率まで回復するにはどの程度の期間を必要とする

か等についての調査 

 

以下 （省略） 

 

別記 12 

居住者調査算定要領 

 

 

（居住者調査） 

第 1 条 受注者は、調査区域内の建物に居住する者について調査を行い、自家居住



者又は貸家所有者については居住者調査表（様式第 87 号）を、借家人又は借間

人については居住者調査表（様式第 88-1 号）を作成するものとする。また、配偶

者居住権については、居住者調査表（様式第 87 号）に当該権利の有無の調査結

果等を記載することとする。 

なお、貸家及び借家又は借間については、居住を目的としない場合も居住者調

査表を作成するものとし、貸家については、調査対象建物の各室毎に調査前１年

間における家賃収入の調査等を家賃調査表（様式第 88-2 号）により行うものと

する。 

 

（仮住居等補償金の算定） 

第 2 条 補償額の算定は、別記 14 仮住居等に要する費用に関する調査算定要領に

より行うほか、次の各号によるものとし、仮住居 補償金調査算定書（様式第 89 

-1 号及び様式第 89-2 号）を作成するものとする。 

 (1) 仮住居等補償金の算出は、調査区域内の建物に居住する者がいる場合、又は

当該建物に一般動産がある場合で、監督員の指示によりその関係人ごとに算出

すること。 

 (2) 仕様書第 100 条により決定された移転工法が 2 案以上考えられる場合は、

監督員の指示による工法とすること。 

 (3) 仮住居等面積は、原則、建物調査の成果に基づくこと。 

 (4)  1 平方メートル当たり標準家賃（月額）は、監督員の指示によること。 

 (5) 現在家賃（月額）は、居住者調査に基づき借家人が支払っている額を計上す

ること。 

 (6) 仮住居補償期間は、監督職員の指示による。 

 (7) 仮住居建物の権利金等の一時金相当額の算出は、監督員の指示により行うこ

と。 

 (8)  借家人又は借間人であって、当該人に関し第 5 条による借家人補償を行う場

合には、本条は適用しないこと。 

 

 

 （動産保管料の算定） 

第 3 条 別記 13-1 動産移転料調査算定要領（1）及び別記 13-2 動産移転料調査算

定要領（2）により調査した動産のなかに、倉庫等に保管された一般動産で仮住居

者又は貸家所有者については居住者調査表（様式第 87 号）を、借家人又は借間人

については居住者調査表（様式第 88-1 号）を作成するものとする。      

                                     

             

なお、貸家及び借家又は借間については、居住を目的としない場合も居住者調

査表を作成するものとし、貸家については、調査対象建物の各室毎に調査前１年

間における家賃収入の調査等を家賃調査表（様式第 88-2 号）により行うものとす

る。 

 

（仮住居等補償金の算定） 

第 2 条 補償額の算定は、別記 14 仮住居等に要する費用に関する調査算定要領に

より行うほか、次の各号によるものとし、仮住居等補償金  算定表（様式第 89 

  号         ）を作成するものとする。 

 (1) 仮住居等補償金の算出は、調査区域内の建物に居住する者がいる場合、又は

当該建物に一般動産がある場合で、監督員の指示によりその関係人ごとに算出

すること。 

 (2) 仕様書第 100 条により決定された移転工法が 2 案以上考えられる場合は、監

督員の指示による工法とすること。 

 (3) 仮住居等面積は、原則、建物調査の成果に基づくこと。 

 (4)  1 平方メートル当たり標準家賃（月額）は、監督員の指示によること。 

 (5) 現在家賃（月額）は、居住者調査に基づき借家人が支払っている額を計上す

ること。 

 (6) 仮住居補償期間は、監督職員の指示による。 

 (7) 仮住居建物の権利金等の一時金相当額の算出は、監督員の指示により行うこ

と。 

 (8)  借家人又は借間人であって、当該人に関し第 5 条による借家人補償を行う場

合には、本条は適用しないこと。 

 

 

 （動産保管料の算定） 

第 3 条 別記 13-1 動産移転料調査算定要領（1）及び別記 13-2 動産移転料調査算 

定要領（2）により調査した動産のなかに、倉庫等に保管された一般動産で仮住居



に保管することが適当でないものがあるときは、当該保管等に係る倉庫料等の見

積書又は料金表等を関係業者から複数徴したうえ、仮倉庫補償金調査算定書（様

式第 89-3 号）を作成するものとする。 

 

 （家賃減収補償金の算定） 

第 4 条 補償額の算定は、移転を要する建物に借家人（借間人を含む。以下同じ。）

が居住している場合で監督員が指示するときにおいて、別記 15 家賃減収補償金

調査算定要領により行うほか、次の各号によるものとし、家賃減収補償金算定書

（様式第 90 号）を作成するものとする。 

 (1)  補償期間は、監督員の指示による。                 

 (2)  家賃は、当該建物の所有者に係る居住者調査の成果に基づく家賃とするこ

と。 

                                     

                                      

   

 

第5条    （省略） 

 

（移転雑費補償金の算定） 

第 6 条 補償額の算定は、別記 17 移転雑費算定要領により行うほか、次表による

ものとし、移転雑費補償金算定書（様式第 92 号）を作成するものとする。 

 

算定区分 算  定  方  法 

（略） （略） 

補償項目 

 

本条における補償項目は、移転先又は代替地の選定に要する費用、

法令上の手続に要する費用、転居通知費・移転旅費、その他の雑

費、就業できないことにより通常生ずる損失の補償額の 4 項目と

し、各項目別にそれぞれ次による算出書（様式第 92 号）により算

定する。 

                     

            

              

に保管することが適当でないものがあるときは、当該保管等に係る倉庫料等の見

積書又は料金表等を関係業者から複数徴したうえ、動産保管料等算出表  （様

式第 89 号）を作成するものとする。 

 

 （家賃減収補償金の算定） 

第 4 条 補償額の算定は、移転を要する建物に借家人（借間人を含む。以下同じ。）

が居住している場合で監督員が指示するときにおいて、別記 15 家賃減収補償金

調査算定要領により行うほか、次の各号によるものとし、家賃減収補償金算定表

（様式第 90 号）を作成するものとする。 

 (1) 使用種別は、住家・店舗等、当該建物の主たる利用目的を記入すること。 

 (2) 補償期間は、監督員の指示による。                  

      

   なお、前後の準備期間を加える場合は、監督員の指示によるものとする。 

 (3)  家賃は、当該建物の所有者に係る居住者調査の成果に基づく家賃とするこ

と。 

 

第5条    （省略） 

 

（移転雑費補償金の算定） 

第 6 条 補償額の算定は、別記 17 移転雑費算定要領により行うほか、次表による

ものとし、移転雑費補償金算定表（様式第 92 号）を作成するものとする。 

 

算定区分 算  定  方  法 

（略） （略） 

補償項目 

 

本条における補償項目は、移転先又は代替地の選定に要する費用、

法令上の手続に要する費用、転居通知費・移転旅費、その他の雑

費、就業できないことにより通常生ずる損失の補償額の 4 項目と

し、各項目別にそれぞれ次による算出表（様式第 92 号）により算

定する。 

1 移転先又は代替地の選定に要する費用 

  移転先選定費算出表 

2 法令上の手続に要する費用 



             

                    

                            

                           

             

（略） （略） 

端数処理 算定の過程において生じる金額の端数については、円未満を切り

捨てることとする。ただし、登録免許税の端数処理はその取り扱

いによる。 

 

別記 14 

仮住居等に要する費用に関する調査算定要領 

 

第1条      （省略） 

 

（調査） 

第２条 仮住居等に要する費用の算定にあたっては、世帯ごとに次の各号に定める

事項について調査を行い、様式第１－１号又は様式第１－２号仮住居補償金調査

算定書及び様式第２号仮倉庫補償金調査算定書に必要事項を記載するものとす

る。 

一 居住者の氏名及び住所 

二 居住者数 

三 自家、借家、借間、配偶者居住権の別 

四 住居面積、借家人の場合は、借家、借間面積及び使用の状況 

五 その他必要と認める事項 

 

第3条～第5条      （省略） 

 

（仮住居等面積） 

第６条 仮住居等面積は、次によるものとする。 

一 建物所有者及び配偶者居住権を有する者 

  法令上の手続費算出表 

3 転居通知費・移転旅費その他の雑費 

  転居通知費・移転旅費その他の雑費算出表 

4 就業できないことにより通常生ずる損失の補償額 

  就業不能補償額算出表 

（略） （略） 

端数処理 算定の過程において生じる金額の端数については、円未満を切り

捨てることとし、各種別ごとの合計額については、100 円未満を

切り捨てる。 

 

別記 14 

仮住居等に要する費用に関する調査算定要領 

 

第1条      （省略） 

 

（調査） 

第２条 仮住居等に要する費用の算定にあたっては、世帯ごとに次の各号に定める

事項について調査を行い、様式第１－１号又は様式第１－２号仮住居補償金調査

算定書及び様式第２号仮倉庫補償金調査算定書に必要事項を記載するものとす

る。 

一 居住者の氏名及び住所 

二 居住者数 

三 自家、借家、借間       の別 

四 住居面積、借家人の場合は、借家、借間面積及び使用の状況 

五 その他必要と認める事項 

 

第3条～第5条      （省略） 

 

（仮住居等面積） 

第６条 仮住居等面積は、次によるものとする。 

一 建物所有者              



住家における仮住居面積は、住居面積とし、住居面積とは原則として常時

居住の用に供している部分の延べ面積とする。ただし、これにより難い場合

は、仮住居の使用の実情に応じて面積を適正に補正することができるものと

する。 

倉庫等の非住家においては、個別に動産保管に必要な面積を認定するもの

とする。 

二 借家人及び借間人 

借家人及び借間人においては、原則として、従前の借家借間面積とするが、

これにより難い場合は、仮住居の使用の実情に応じて面積を適正に補正する

ことができるものとする。 

 

第7条      （省略） 

 

別記 15 

家賃減収補償調査算定要領 

 

第1条      （省略） 

 

（調査） 

第２条 家賃減収補償の算定にあたっては、建物ごとに次に掲げる事項について調

査を行うものとする。 

一 建物所有者等の住所又は所在地及び氏名又は名称 

二 建物所在地 

三 賃料その他の契約条件、契約期間、入居期間及び定期借家契約である場

合にはその期間 

四 従前の家賃に関する調査 

家賃減収の対象となる建物の補償契約締結前一年間における各室ごと

の家賃収入額を調査する。 

なお、調査は賃貸借契約書等により行うものとし、可能な範囲でその写

しを入手するものとする。 

五 その他必要と認める事項 

住家における仮住居面積は、住居面積とし、住居面積とは原則として常時

居住の用に供している部分の延べ面積とする。ただし、これにより難い場合

は、仮住居の使用の実情に応じて面積を適正に補正することができるものと

する。 

倉庫等の非住家においては、個別に動産保管に必要な面積を認定するもの

とする。 

二 借家人及び借間人 

借家人及び借間人においては、原則として、従前の借家借間面積とするが、

これにより難い場合は、仮住居の使用の実情に応じて面積を適正に補正する

ことができるものとする。 

 

第7条      （省略） 

 

別記 15 

家賃減収補償調査算定要領 

 

第1条      （省略） 

 

（調査） 

第２条 家賃減収補償の算定にあたっては、建物ごとに次に掲げる事項について調

査を行うものとする。 

一 建物所有者 の住所又は所在地及び氏名又は名称 

二 建物所在地 

三 賃料その他の契約条件、契約期間、入居期間及び定期借家契約である場

合にはその期間 

四 従前の家賃に関する調査 

家賃減収の対象となる建物の補償契約締結前一年間における各室ごとの

家賃収入額を調査する。 

なお、調査は賃貸借契約書等により行うものとし、可能な範囲でその写

しを入手するものとする。 

五 その他必要と認める事項 



 

（調査表） 

第３条 前条の調査結果に基づき、様式第 88 号の 2 号家賃調査表に当該各号に定

める事項を記載することにより作成するものとする。 

一 調査者 調査を実施した担当者の氏名 

二 調査年月日 調査を実施した年月日 

三 建物所在地 

四 建物所有者等の住所又は所在地及び氏名又は名称 

（法人を代表する者の住所及び氏名） 

五 部屋番号 

六 借家・借間人の氏名 

七 借家・借間の別 

八 入居開始日 

九 各部屋ごと（貸家であれば各建物ごと）の家賃収入状況 

十 特記事項 契約条件、契約期間、定期借家契約である場合の契約期間等、

補償金算定上参考となる事項 

 

第4条      （省略） 

 

別記 17 

移転雑費算定要領 

 

第1条～第3条      （省略） 

 

別表 1        （省略） 

 

別表 2 就業不能補償日数内訳表 

 

 

１.建物等の所有者、 借家人及び配偶者居住権を有する者の場合 

 

 

（調査表） 

第３条 前条の調査結果に基づき、様式第 88 号の 2 号家賃調査表に当該各号に定

める事項を記載することにより作成するものとする。 

一 調査者 調査を実施した担当者の氏名 

二 調査年月日 調査を実施した年月日 

三 建物所在地 

四 建物所有者 の住所又は所在地及び氏名又は名称 

（法人を代表する者の住所及び氏名） 

五 部屋番号 

六 借家・借間人の氏名 

七 借家・借間の別 

八 入居開始日 

九 各部屋ごと（貸家であれば各建物ごと）の家賃収入状況 

十 特記事項 契約条件、契約期間、定期借家契約である場合の契約期間等、

補償金算定上参考となる事項 

 

第4条      （省略） 

 

別記 17 

移転雑費算定要領 

 

第1条～第3条      （省略） 

 

別表 1        （省略） 

 

別表 2 就業不能補償日数内訳表 

 

 

１.建物等の所有者及び借家人              の場合 

 



表及び注（1）～（4）   （省略） 

 

（５）配偶者居住権を有する者は、借家人継続に準ずるものとする。 

 

 

 

表及び注（1）～（4）   （省略） 

 

                                  

 

 

 

 

 

 


